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 資料１－２

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に基づき国が算出する届出外

  　　　　　　　　排出量の推計方法に関する考え方について（案）」に寄せられた意見に対する考え方・対応（案）

１．基本的な考え方

No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

１ 　届出対象外のＰＲＴＲ推計の範疇に、

・ 火山ガス中の水銀や砒素を加えるべき

・ 温泉水中の砒素を加えるべき

・ その他、地球自体が生態系の環境中に排出している指定化学物

質を加えるべき

（理由）

　生態系の環境中に、どこから、どれだけのインパクトが与えられて

いるかを全排出源／全供給源で把握していないと、環境行政を誤るこ

ととなるため。

１ 　届出外排出量として算出（推計）すべき事項については、昨年８月の意

見募集の結果を踏まえ策定された「第一種指定化学物質の排出量等の届出

事項の集計の方法等を定める省令（平成１４年経済産業省・環境省令第１

号）」で規定されております。

　御指摘の項目のうち、温泉水中の砒素が温泉浴場業や旅館から排出され

る場合には、同省令第 5条第 2号に規定される「対象業種を営まない事
業者からの排出量」に該当し、法令上は推計対象となりますが、現時点で

は推計に利用可能な知見が得られていないため、推計対象とすることは技

術的に困難です。今後、知見の収集を進め、信頼できる情報が得られ次第、

推計の対象に追加したいと考えます。

　温泉水のその他の排出や、火山ガス等、いわゆる自然発生源からの排出

量については、同省令では推計の対象とされていません。また、現時点で

推計に利用可能な知見が得られていないため、推計対象とすることは技術

的にも困難な状況です。

　このため、今回の推計方法の考え方においては、御指摘の火山ガス、温

泉水等は推計対象としておりません。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

２ 　届出対象の排出量以外は全て推計を行うとの内容であるが、届出対

象者が全て報告されており、またその排出量の数量の報告が正しいも

しくは客観的に評価できる算出であれば、他の数量を推計することで

納得できるが、現在の届出対象の内容を吟味せずにその他を推計する

ことは全体で整合性がとれないのではないか。むしろ、ＰＲＴＲ法第

１種、第２種該当物質の国内流通を集計・把握して、そこから届出対

象、届出外対象を分けて数量を推定してはどうか。

（理由）

　対象物質が多いこと、また化学、プロセスの理解が、一般的にはた

いへん複雑であると思われるため、この６月報告の各企業からの報告

数量の正確性、整合性が低いのではという懸念がある。

　　　　　　　

1 　化学物質排出把握管理促進法第9条の規定により、国は届出対象外の排
出量について推計を行うこととされており、届出対象の排出量については

国による推計の対象外です。

　また、届出内容をすべて吟味するまで届出外排出量の推計を行わないの

ではなく、事業者への普及啓発による届出精度の向上と並行して届出外排

出量の推計を行うことが適当と考えます。

３ 　現時点ではどこまで分かっていて、どこの部分が不明かについて明

確にしてほしい。

1 　現時点の、①推計対象とした発生源と物質、②推計対象としなかった発
生源とその主な理由は、参考資料 表１及び表２のとおりです。
　推計した届出外排出量を公表する際にも、その時点での発生源の把握状

況等について公表したいと考えます。

　なお、未知のものも含め発生源を網羅的にリストアップし、その中のど

の部分が不明かを明らかにするのは、現時点では技術的に困難であると考

えます。

４ 　推計に際し、非常に綿密に調査されているのに感心した。また、こ

れまで公表されてこなかった様々な情報を市民に対して積極的に公

表しようという姿勢を支持したい。この姿勢を今後も貫くことを期待

している。

１

５ 　農薬や家庭用品について推計対象としたことを評価したい。

（理由）

　対象物質を追加すべき問題や、推計法には技術的な問題はあるにせ

よ、農薬や家庭用品について推計対象としたことは高く評価したい。

これらが環境へ与えている影響が、定量的に明らかになることが期待

されるからである。

１

　御意見につきましては、今後の届出外排出量の推計作業の参考にさせて

いただきます。
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２．各事項の算出方法の概略　（１）対象業種を営む事業者からの排出量

No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

６ 　対象業種を営む事業所からのすそ切り以下の排出量の推計について
は、個々の業種（45区分）と対象化学物質（354種類）ごとの積み上げ
で排出量を推計する方法ではなく、事業者から届出される排出量を併用

したマクロ的な推計方法を採用すべきだと思われる。

　例えば、ある業種で21人以上に対する21人未満の事業者の比率（例え
ば出荷額ベース）が10%であるなら、届出された排出量の10%程度が21
人未満の事業者から排出されている（但し年間取扱量5t以上等に限る。）
と考えられる。第一近似としてはこのようなマクロ推計で十分であり、

これを補正するために、事業所規模による排出率等の差をパラメータと

して設定する方法が考えられる。

　第１回公表までに推計方法を変更することが困難であれば、第２回公

表に向けて推計方法を修正する可能性を検討すべきである。
（理由）

　現行の推計方法では、業種と対象化学物質の組み合わせの数（=45業種×
354物質）が極めて多いため、個々の組み合わせに該当するデータの数が一
般に少なく、推計精度が非常に低いと思われる。

　例えば、キシレンについて、すそ切り以下の排出量が全国で約440万ｔと
試算されているが、全国のＶＯＣ（揮発性有機化合物）全体の排出量ですら

200万tに満たない量だと考えられており（例えば、国立環境研究所特別研究
報告「都市域におけるＶＯＣの動態解明と大気質に及ぼす影響評価に関する

研究」）、今回の結果は明らかに過大評価である。キシレンのうち、燃料小売

業だけで約200万tが排出されると試算されているが、石油連盟等による算出
マニュアルに基づいて試算した結果と比べても、これは桁違いに大きな排出

量である。その原因の一つとして考えられるのは、排出係数として0.59（取
扱量の59%が排出される）という値を採用していることである。燃料小売業
から排出されるキシレンは、大半がガソリンの受入ロスや給油ロスだと思わ

れるため、主に溶剤として使う業種と同程度の排出係数を使うのは、明らか

に不自然である。

　燃料小売業のキシレンは一例にすぎず、細かくチェックすれば同様の問題

が数多く見つかるのは確実である。しかし、現実問題としてはすべての業種

のすべての対象化学物質の使われ方や排出形態を詳細にチェックするのは

不可能である。従って、現行の方法では現実とかけ離れた推計結果に至る可

能性が高く、意見に示したような推計方法の方が全体として精度が高い（極

端な誤差は生じない）と思われる。

１ 　対象業種を営む事業所からのすそ切り以下の排出量の推計については、

常用雇用者 20人以下の事業所からの排出量及び年間取扱量５トン未満の
事業所からの排出量を推計することになります。御指摘のマクロ的な推計

方法では、常用雇用者２０人以下の事業所からの排出量を推計することは

可能ですが、年間取扱量５トン未満の事業所からの排出量は推計すること

はできないことから、かかるマクロ的な推計方法は採用しておりません。

平成１３年度分の推計を念頭においた本推計の考え方においては、これま

でに実施した調査結果や既存統計の数値に基づき、現時点の推計対象範囲

における排出量として、４５区分の業種（政令指定２３業種のうち製造業

は中分類で区分）と３５４化学物質ごとの積み上げ方式としてとりまとめ

たものです。これは、法に基づく排出量の届出が存在しない段階において、

ＰＲＴＲパイロット事業等の調査結果を法に基づく届出の代用として構

築したものです。特に御指摘のキシレンの排出係数として設定した０．５

９（化学工業は除く）については、平成１１年度（６１９データ）及び１

３年度（２９２データ）のパイロット事業結果の平均値であり、アンケー

ト調査の範囲内でありますが、最も多く回答のあった化学物質のひとつで

あったことから、実態を反映したものであると考えられます。

　しかしながら、燃料小売業のキシレンのように他の業種と用途や排出形

態が違うものについては、平成１３年度の排出量の推計を実施するときま

でに業界団体からの情報収集により排出係数を見直すことができる見込

みであることから、平成１３年度の排出量の推計にはより適切な排出係数

を使用することとしたいと考えます。

　また、本推計手法全体の推計精度の検証の観点から、いただいた御意見

を参考にしつつ、御指摘のマクロ的な推計方法の考え方とその具体的な方

法について、今後検討していきたいと考えます。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

７ 　対象業種を営む事業者からの排出量について、業種別・物質別の平

均排出係数、事業所数、事業所平均取扱比率を公表してほしい。

（理由）

　推計の背景をきちんとおさえて数値を読みたい。

１ 　今回の意見募集の際にも、業種別、物質別の平均排出係数、事業所数、

事業所平均取扱比率は補足説明資料においてお示ししているところであ

り、今後、届出外排出量の推計結果を公表する際にも、御指摘の平均排出

係数等について公表したいと考えます。

８ 　対象業種を営む事業者からの排出量について、持続的な推計方法で

あるために、どのデータが毎年新しく更新されるのか、分かりやすく

説明していただきたい。

（理由）

　(1)の届出対象外の事業所は、その業種や規模、化学物質の種類や
使用量の特定が非常に難しい部分であると思いますが、化学物質管理

の促進が最も強く求められる部分でもあると思っている。

　このため、様々な調査データに基づいた推計手法となっているのだ

ろうと感じたが、参考１で示されている推計手法では、取扱い量アン

ケート調査やパイロット調査など、ＰＲＴＲ法を成立・施行する際の

「そのとき限りの調査データ」に基づく推計方法になっている。ＰＲ

ＴＲ制度は、化学物質管理促進法の重要な柱であり、今後継続して行

われる情報公開システムである。また、本文P.1の基本的な考え方で
も、「毎年度、新たに得られた情報に基づき、排出係数等を含めた推

計方法を見直し、推計制度の向上を図る」ともしている。

　調査データが得られないために、近い将来に推計方法や推計結果が

大きく変わるようなことがあれば、情報を受け取る国民が大きな不安

と不信を抱き兼ねないので、持続的な推計方法であるために、どのデ

ータが毎年新しく更新されるのか、分かりやすく説明してほしいと思

う。

１ 　本推計方法に使用する各パラメータごとに、算出方法や基礎資料が異な

りますので、その更新頻度も異なります。

　業種別・物質別の事業所当たり平均取扱量及び業種別・物質別の事業所

平均取扱比率については、その基礎資料となる「ＰＲＴＲ対象物質の取扱

い等に関する調査（平成１２年度、平成１３年度実施：経済産業省、環境

省）に基づいたものであることから、今後同様の調査を実施した際に、取

扱い実態を反映させて再設定していく予定です。

　業種別・物質別の事業所当たり平均排出係数については、「ＰＲＴＲパ

イロット事業」（平成１１年度、平成１３年度実施、経済産業省、環境省）

やＰＲＴＲ対象化学物質用途調査結果（平成１３年実施、経済産業省）か

ら使用工程、用途別に分類し設定したものであることから、平成１４年度

においては、関係業界団体等へのヒアリング調査等を行い、使用工程や用

途別の使用実態、排出実態を反映した平均排出係数を必要に応じて再設定

していく予定です。

　業種別の事業所数については、「事業所・企業統計調査報告」（総務省）

を使用しており、５年毎に最新データに再設定していく予定です。



5

No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

９ 　対象業種を営む事業者からの排出量について、推計根拠となる各種

の調査データは、一時的なものではなく継続的な調査に基づくもので

なければならないと考える。

（理由）

　ＰＲＴＲ制度が化学物質管理促進法に基づいて行われる以上、この

制度を活用することによって、有害な化学物質の取扱量や排出量がど

のくらい減ったか、排出係数がどのくらい小さくなったのかなどが実

績として理解できるような推計方法であるべきと思う。特に、(1)の
届出対象外の事業所は、届出対象の事業者のように自らが推計を行う

わけでもなく、取扱い量や排出量、排出係数に対して深く意識を持た

ない事業者が多いと思います。この推計方法による値が届出対象外の

事業者における化学物質の管理を促進するための動機付けとなるわ

けだから、推計根拠となる各種の調査データは、常に、事業者の改善

努力が反映されるような継続的な調査に基づくものでなければなら

ないと考える。（推計された裾切り以下の事業所の改善努力も、評価

できるようにしていただきたい。）

１ 　本推計方法に使用する各パラメータについては、御指摘のとおり、継続

的な調査に基づくものであることは望ましいと考えております。各パラメ

ータの算出の基礎となっている業種別・物質別の事業所当たり平均取扱量

や事業所平均取扱比率等については、「ＰＲＴＲ対象物質の取扱い等に関

する調査」と同様の調査を今後実施する予定であり、引き続き取扱い実態

について調査をしていきたいと考えます。

１０ 　対象業種を営む事業者からの排出量について、中小の事業者が多い

届出対象外の事業所からの排出量であるから、ここにプラスであって

もマイナスであっても推計の大きなしわ寄せがこないよう、推計値の

十分なチェックシステムを早期に構築していただきたい。

（理由）

　推計に用いた調査データは、とかく数少ないサンプリング調査であ

ったりして、そこで作られる原単位などには往往にして大きな誤差が

含まれるものである。例えば、原単位から積上げた排出量が国内での

総生産量を超える値になっていたりするかもしれない。十分にチェッ

クされていることとは思うが、調査数が十分でなく不確かな元情報に

基づくかぎり、何らかの判断や近似、全体補正を行わなければ、推計

された値の確からしさが担保できない。しかし、この推計によって、

中小の事業者にしわ寄せがこないよう注意する必要があるかと思う。

１ 　平成１３年度の推計値については、６の御意見の考え方を参考にしつ

つ、推計値の確認をする予定です
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

１１ 　対象業種を営む事業者からの排出量について、現状でどこまで推計

できているのか、どこに誤差が生じているのか、根拠となる具体的な

基礎データや推計の過程も含めて事業者や国民が確認できるような

詳細なレベルで公開していただきたい。

（理由）

　本推計方法は、現状ではやむを得ず不十分な情報を基にして推計さ

れている箇所もあるかと思う。しかし、本法律は国民の知る権利をふ

まえた法律であることや、国民の信頼を得るためにも、ぜひ上記のよ

うな情報公開のされ方が必要かと思う。

１ 　推計した届出外排出量を公表する際には、推計の際に用いた各種基礎デ

ータや算出方法についても可能な限り公開する予定であり、事業者や国民

が公表されたデータを確認できるようにしたいと考えます。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

１２ 　公共下水道経由の排出量推計について、以下の３点が不明である。

・ 届出外点源及び非点源から下水道への排出（移動）した対象物

質の把握

・ 下水処理場での取扱量の把握

・ 下水処理場を経て環境へ排出される排出量の推計

（理由）

1. 法令では公共下水道へ排出する場合、「移動量」として区分され、

排出量に含まれない。

2. 医薬品や洗浄剤、化粧品等病院や家庭での使用に伴う排出量推計

は最後に都道府県別の下水道普及率等を考慮することになってい

る。すなわち、下水道の「未普及率」を乗じて排出量が推計され

ると理解できる。従って「下水道普及率」に相当する70％近く(全

国平均)が排出量推計に入ってこない。

3. 下水道事業者での取扱いが不明である。

① 下水道業は「対象業種」に含まれているが、全国の下水処理事

業場が「届出事業者」に含まれるかどうか不明である。

② 下水処理場へ流入してくる対象物質は下水処理場の「取扱量」

となるのかどうか。

③ 下水処理事業者が「届出事業者」に含まれる場合、下水処理事

業者は対象物質の届出事業者以外からの流入量をどのように推

計するのか、また下水処理場での除去率をどのように推計する

のかが不明である。

④ 下水処理事業者が「届出事業者」に含まれない場合、国は下水

処理事業者への対象物質の流入量（届出事業者以外からの）を

どのように推計するのか、また下水処理場での除去率をどのよ

うに推計し、下水処理場からの排出量をどのように推計するの

か不明である。

対象物質の中には界面活性剤のように下水処理場でほとんど除去さ

れるものもあるが、下水処理場で除去されにくく、そのまま環境へ排

出される物質も多く含まれていると予想される。その排出量をどのよ

うに推定するか不明である

１ １．届出外点源及び非点源から下水道へ移動した対象物質の把握について

は、本法では移動量に区分され、法第９条の規定に基づき国が推計する届

出外排出量において、これらの移動量は、推計の対象外とされています。

２．本法における「取扱量」とは、事業所において製造した第一種指定化

学物質の量、事業所において使用した施行令第５条に規定する製品に含有

される第一種指定化学物質の量等を合計した量です。したがって、下水道

事業者が下水処理場で下水の処理に使用する薬剤等に含まれる第一種化

学物質は取扱量に算入されます。しかしながら、下水処理場へ流入してく

る物質は、種々雑多なものの集合体であり、その割合も一定しないことか

ら、通常どのような化学物質が含まれているか把握することが困難である

ことから、取扱量として把握の対象外となります。このような理由から、

下水道業を営む事業者が下水道終末処理施設を設置している場合は、届出

対象事業者として取扱量の要件の他に、下水道法第 21条第 1項（同法第
25条の 10において準用する場合を含む。）の規定に基づく水質検査の対
象となる対象物質の排出量を把握し、届出を行うことになります。したが

って、全国の下水処理事業場のうち、上記の要件に該当する常用雇用者

21人以上の事業者は、届出事業者に含まれることになります。
３．下水処理場を経て環境へ排出される排出量の把握については、下水道

事業者が届出事業者に含まれる場合、下水道業を営む際に取り扱う対象化

学物質に係る排出量と下水道法の水質検査の対象となる対象物質の排出

量を届け出ることになり、下水道事業者は対象物質の届出事業者以外から

の流入量を推計するのではなく、また、下水処理場での除去率を推計する

ものではありません。一方、下水道事業者が常用雇用者２０人以下で届出

事業者に含まれない場合、今回意見募集した推計方法は、下水の処理に使

用する薬剤等に含まれる対象化学物質の取扱量と、取扱量に対する排出係

数、事業所数等により推計する方法であり、下水処理場に流入した対象物

質の下水処理後の環境への排出量については推計ができておりません。

　したがって、御指摘を踏まえ、今後は関係省庁において実施する下水道

終末処理施設へ流入する下水に含まれている対象化学物質に係る調査や、

下水道終末処理施設における対象化学物質の挙動等に係る調査の結果を

勘案して、推計に利用可能な信頼できる情報が得られ次第、推計対象に追

加したいと考えます。
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２．各事項の算出方法の概略　(２)対象業種を営まない事業者からの排出量
No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

１３ 　農薬の使用が想定される業種からの排出量について、産業連関表で

はなく毎年把握できる統計で推計すべき。

（理由）

　産業連関表は毎年作成されないため実態と乖離する懸念がある。

1 　御指摘を踏まえ、産業連関表を最新の統計等で補正する方法を検討して
まいります。

　今回意見募集した推計方法では、農薬要覧から得られる都道府県別・製

剤別の農薬使用量を、適用対象別に田・果樹園・畑、家庭、ゴルフ場、森

林、その他に区分するために、「平成11年産業連関表（延長表）」を使用

しました。しかしながら、推計対象年次の実態との乖離をより小さくする

ため、今後、年次補正の手法及び年次補正に使用する統計指標を検討し、

平成13年度の届出外排出量の推計に反映させたいと考えます。

１４ 　農薬の使用が想定される業種からの排出量について、含有率も公表

してほしい。

（理由）

　含有率がわかれば数字の信頼が高まる。

1 　農薬の排出量については、製剤ごとではなく、製剤中に含まれる第一種
指定化学物質ごとに推計することとしています。農薬の物質別・適用対象

別（水稲、果樹、野菜畑作、家庭、ゴルフ場、森林、その他）の排出量に

ついては、推計結果の公表の際に、参考資料として公表することといたし

ます。なお、平成12年度の物質別・適用対象別の排出量の推計結果の例
については、参考資料 表３に示すとおりです。
　製剤別の出荷量及び製剤中に有効成分として含まれる対象物質の含有

率については「農薬要覧（社団法人日本植物防疫協会）」で公表されてい

ます。製剤中の補助剤の含有率については、今回の意見募集の際にも補足

説明資料においてお示ししているところであり、今後、届出外排出量の推

計結果を公表する際にも、補助剤の含有率について公表したいと考えま

す。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

１５ 　農薬について、ゴルフ場からの排出量は、毎年、各都道府県等が実

施しているゴルフ場農薬使用状況調査結果を用いて推計するのか。

（理由）

　以前、国から、ゴルフ場からの排出量については、各都道府県等が

実施しているゴルフ場農薬使用状況調査結果を用いて推計したいと

聞いている。

1 　ゴルフ場からの農薬の排出量については、①農薬要覧から得られる都道
府県別・農薬種類別の出荷数量に、②第一種指定化学物質の含有率を乗じ

て都道府県別の排出量を算出し、③産業連関表（延長表）や農薬生産出荷

統計等のデータを利用して、都道府県別・適用対象別（田・果樹園・畑、

家庭、ゴルフ場、森林、その他）の排出量のひとつとして推計しています。

　これは、平成１３年度に全都道府県にゴルフ場農薬の使用状況調査の実

施状況を照会したところ、約２割の自治体（４７都道府県中９自治体）で

調査を終了していたため、都道府県ごとの推計手法の統一性及び排出量の

数値の整合性の確保の観点から、当該調査結果を使用するのは不適当と判

断したためです。

　なお、平成９～１２年度のＰＲＴＲパイロット事業では、パイロット事

業の対象地域についてゴルフ場農薬の使用状況調査の結果が利用可能だ

ったため、当該調査結果を用いて同事業の対象地域におけるゴルフ場の農

薬排出量の推計を行いました。平成１３年度パイロット事業では、同事業

の対象地域のうち当該調査結果を利用できない地域があったため、今回の

推計同様、農薬要覧、産業連関表（延長表）等に基づき推計を行っていま

す。

１６ 　農薬の補助剤の排出推計方法について、含有割合をＭＳＤＳによっ

たのか、メーカーからのヒアリングによるものなのか、明らかにされ

たい。

（理由）

　従来から家庭用農薬製剤には主成分の割合は表示されているが、補

助剤の割合については表示されていないことが多い。今回の推計の精

度をあげるためには、補助剤の割合をどのように入手したのか、明ら

かにするべきだと考える。メーカーからのヒアリングについての確か

さを確証するような成分分析なども行なって、チェックする必要があ

ると考える。

１ 　補助剤の含有率については、製剤ごとのＭＳＤＳの内容を各メーカーが

まとめた製品一覧を入手し、また、製品一覧を作成していないメーカーに

ついては全製品について補助剤の名称及び含有率を農薬工業会を通じて

アンケート調査することにより含有率データを入手し、これらを平均して

製剤ごとの第一種指定化学物質の含有率を設定しています。

　具体的な協力メーカー名、入手方法等については、今回の意見募集の際

にも補足説明資料においてお示ししているところであり、今後、届出外排

出量の推計結果を公表する際にも、補助剤の含有率に係る情報の入手先・

入手方法等について公表したいと考えます。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

１７ 　農薬の補助剤に係る排出量の推計について、意見募集の補足説明資

料 表２－１７に補助剤として第１種指定化学物質を含む農薬種類の
例が、また表２－１８の中に剤型別・含まれる第１種指定化学物質別

の商品数が記載されている。この中で、ＤＤＶＰくん蒸剤に、アジピ

ン酸ビス（２-エチルヘキシル）とフタル酸ビス（２-エチルヘキシル）

が記載されているが、これらは農薬として使用させるものではないた

め、修正していただきたい。

（理由）

　表に記載のＤＤＶＰくん蒸剤は、塩化ビニル等の合成樹脂にＤＤＶ

Ｐと添加剤を混合し、加熱成型した平板上のものを指していると考え

られる。その場合、表に記載されているアジピン酸ビス（２-エチル

ヘキシル）とフタル酸ビス（２-エチルヘキシル）は塩化ビニル樹脂

を柔らかくするための可塑剤として使用されるものであり、含有率は

前者が17.7％、後者が31.5％と記載されているのも可塑剤の添加量

と思われる。また、沸点は前者が３３５℃、後者が３８６℃と高く、

容易に空気中に蒸散するものではない。

1 　御指摘のとおり、アジピン酸ビス（２-エチルヘキシル）とフタル酸ビ
ス（２-エチルヘキシル）は、有効成分であるＤＤＶＰを染み込ませる板

状の樹脂に、樹脂の製造段階で可塑剤として添加されたものです。この板

状の樹脂は農作物の倉庫にぶらさげて使用され、ＤＤＶＰを数ヶ月（例え

ば 3 ヶ月）かけて少量づつ揮発させます。このような使用形態で、揮発
性が低い可塑剤が環境中に全量排出されると仮定して推計するのは不適

当なため、御指摘を踏まえアジピン酸ビス（２-エチルヘキシル）とフタ

ル酸ビス（２-エチルヘキシル）を農薬としての推計対象から除外します。

　なお、可塑剤については、現時点では、推計に利用可能な信頼できる知

見が得られていないため、推計の対象外としています。今後、知見の収集

を進め、信頼できる情報が得られ次第、推計の対象に追加したいと考えま

す。

１８ 　接着剤、塗料の使用が想定される業種からの排出量について、試算

結果は物質ごとだけではなく用途別にも算出してほしい。

（理由）

　用途別がわからなければ、それぞれのリスク回避行動につながりに

くいため。

1 　推計結果の公表の際に、建築工事（住宅）、建築工事（非住宅）、土木工
事、舗装工事（塗料のみ）、家庭、の用途別の排出量を参考資料として公

表することといたします。

　なお、平成 12年度の用途別の排出量の推計結果の例については、参考
資料 表４及び表５に示すとおりです。

１９ 　建設業などで使用される接着剤、塗料の推計について、推計結果の

公開に当たっては使用した各種データの出典元、データの属性等も明

確にして公開すべきと思われる。

（理由）

　建設業などの各業界団体（接着剤、塗料の使用者側の団体）では団

体としての使用量を把握することは困難であり、推計結果の持つ意味

を明確にし、いたずらに推計結果が一人歩きし社会、関連業界を混乱

させることを避けるため。

1 　接着剤、塗料の推計に使用する各種データの出典、データを提供してい
ただいた団体名等については、今回の意見募集の際にも補足説明資料にお

いてお示ししているところであり、今後、届出外排出量の推計結果を公表

する際にも、使用した各種データの出典元、属性等については公表したい

と考えます。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

２０ 　塗料に係る排出量の推計方法において「対象化学物質別・用途別の

全国排出量」と「都道府県別の新築着工床面積等」で「対象化学物質

の都道府県別の排出量」を推計するようになっているが、「都道府県

別の新築着工床面積等」を明確にすべきと思われる。

（理由）

　同「１．届出外排出量と考えられる排出」において、建築工事業等、

土木工事業、舗装工事業、家庭が示されているが、これらを「新築着

工床面積」で按分するのは不適当です。対象物質を含む塗料は、建築

工事業等、土木工事業、舗装工事業、家庭の分野において施設の維持・

管理で使用されるものも多く、既設の施設を多く有する都道府県での

使用量が多くなる。

　建築工事業に関しては、新築着工床面積に加え既設床面積等も配慮

すべきである。

　土木工事業、舗装工事業に関しては、新規発注、維持・管理も含め

殆どが官庁の所管であり、仕様書、発注金額等で都道府県別の排出量

は算出可能と思われる。

　塗料に関しては４分野の全国排出量においても、建築工事業等の全

国排出量においても新築着工床面積で按分し推計するのは不適切と

思われる。

1 　原案どおりとすることが適当と考えます。
（理由）

　塗料については、全国出荷量、標準組成等から算出した対象化学物質

別・用途別の全国排出量を都道府県に配分するための指標として、①建築

工事業については新築着工床面積、②土木工事業については土木工事元請

完成工事高、③家庭については世帯数、④舗装工事業については道路実延

長を用いています。

　建築工事業については、既設床面積等の統計データが存在しません。ま

た、土木工事及び舗装工事については、国、都道府県、市町村などの公共

工事のあらゆる仕様書を収集して維持・管理を行った既設工事箇所の面積

等を算出し、配分指標とするのは、実際上、困難と考えます。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

２１ 　接着剤、塗料の使用が想定される業種からの排出量について、建

築・土木現場での一次排出に関しては、「使用量の一定の割合が環境

中に排出されるものと仮定する」のではなく全量で推計してほしい。

（理由）

　一次排出は全量でカウントすべきと思われる。

1 （接着剤）
　接着剤に含まれる対象物質のうち、溶剤として含まれるトルエン及びキシ

レン、樹脂原料として含まれるアクリル酸エチル、酢酸ビニル等の７物質に

ついては、使用された現場で全量が環境に排出されると考えられるため、い

ずれも排出率を100％と仮定して推計を行っています。
　樹脂原料のうちビスフェノールＡ型エポキシ樹脂は、使用後は固体状にな

ることから、排出率を０％と仮定しています。

　可塑剤として含まれるフタル酸ジ-n-ブチル等２物質は、劣化に伴いその一
部が長期間にわたり少量ずつ排出されると考えられますが、現時点で排出率

を設定するだけの知見が存在しないことから、今回は推計の対象外としてい

ます。

　なお、樹脂原料のうちホルムアルデヒドについても、建築現場及び土木工

事で使用される接着剤に含まれる分については、使用された現場で全量が環

境に排出されると考えられるため、排出率を１００％と仮定しています。合

板、建築材料等の製造時に使用される接着剤中のホルムアルデヒドについて

は、９０％が製造事業所で排出され、１０％が建築現場及び土木工事の現場

で排出されると仮定しています。

（塗料）

　建築現場及び土木工事で使用される塗料に含まれる対象物質のうち、溶剤

として含まれるトルエン、キシレン等、樹脂原料として含まれるフェノール、

凍結防止剤として含まれるエチレングリコール等の８物質については、使用

された現場で全量が環境に排出されると考えられるため、いずれも排出率を

100％と仮定して推計を行っています。
　樹脂原料として含まれるビスフェノールＡ型エポキシ樹脂は、塗装時の周

辺への飛散やその他の作業時の損失により２％が環境中に排出され、残りは

固体状になり塗料皮膜にとどまると仮定しています。

　可塑剤として含まれるフタル酸ジ-n-ブチル等の４物質は、劣化に伴いその
一部が長期間にわたり少量ずつ排出されると考えられますが、現時点で排出

率を設定するだけの知見が存在しないことから、劣化に伴う排出は推計の対

象とせず、塗装時の周辺への飛散やその他の作業時の損失について、排出率

を２％と仮定して推計を行っています。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

２２ 　魚網防汚剤の使用が想定される業種からの排出量について、過去の

出荷量についても推計してカウントしてほしい。

（理由）

　これから売られるものではなく、いままで売られていたもののほう

が問題は大きいと考えられるため

1 　原案どおりとすることが適当と考えます。
（理由）

　魚網防汚剤は、魚網への付着物の種類や量により使用頻度が異なります

が、通常、半年から１年に１回程度の頻度で魚網に塗布されます。このた

め、過去の出荷量はその出荷年度に使用済みであり、同一年度に環境中に

排出されると仮定しても大きな誤差は生じないものと考えます。

２３ 　養殖漁業の処理剤を対象とすべし。

（理由）

　ノリ養殖に使われる酸処理剤、養殖魚の薬浴に使われるホルマリン

などは、環境への悪影響が懸念されている。その実態を明らかにする

ため、推計対象に加えるべきである。

１

２４ 　フグやヒラメの養殖に使われているホルマリン（ホルムアルデヒ

ド）についても、データを収集して公表してほしい。

１

２５ 　魚の養殖に使われる動物用医薬品についても、データを収集して公

表してほしい。

１

　原案どおりとするがことが適当と考えます。

（理由）

　ノリ養殖に用いられる酸処理剤の成分は、昭和59年の水産庁次長通達

及び全国漁業協同組合連合会等の指導に基づき、食品添加物として認めら

れているクエン酸、リンゴ酸等の有機酸及びアミノ酸等の栄養添加剤を成

分としており、酸処理剤にはPRTR対象物質は含まれていません。

　養殖魚の薬浴に用いられるホルマリンについては、昭和56年の水産庁

長官通達に基づき使用が制限され、平成8年には養殖業者の団体である全

国かん水養魚協会が使用禁止を決定しています。

　水産用の医薬品については、文献調査の結果、PRTR 対象物質の使用は

確認されませんでした。

　したがって、養殖漁業で使用されているPRTR対象物質としては、魚網

防汚剤に含まれるポリカーバメート、ピリジン－トリフェニルボラン（ほ

う素化合物）、キシレンが推計対象になると考えております。仮に水産庁

や業界団体の通達・指導に反して使用されている薬剤があったとしても、

その実態の把握は困難であり、推計を行うことは困難であると考えます。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

２６ 　魚網防汚剤、船底塗料としての有機スズ化合物の推計を行なうこ

と。

（理由）

　有機スズ化合物は環境省の内分泌撹乱物質の実態調査でも、水質、

底質、水生生物からも残留が確認されている。現行の法制度では、事

業者の自主規制であり、有機スズ化合物の生産量は減少しているが、

ゼロとは言いがたい。また、すでに、船底塗料や魚網防汚剤として塗

布されて、環境中に放出されつつあるものもあるはずであり、そうい

った現在進行形の汚染源についてはなんらかの推計を行なう必要が

あると考える。

　特に、大型船の改修工事に際しては、船底塗料を剥ぎ取ってから、

再度塗布しなおす作業があり、外洋船については現在でも有機スズ化

合物が使用されている可能性が高いため、造船所などからの排出を非

点源として推定すべきであると考える。

1 　有機スズ化合物については、化学物質審査規制法による規制や、関係省
庁、業界団体の取組により、国内における開放系用途の生産・使用はほと

んどないと考えます。それ以前に生産・使用された分の排出や、外航船舶

からの排出については、信頼できるデータがなく、推計を行うのは現時点

では技術的に困難です。今後、知見の収集を進め、推計対象への追加につ

いて、可能性及び必要性も含め検討してまいります。

２７ 　医薬品の使用が想定される業種からの排出量について、現時点で得

られるのはホルムアルデヒドのみというのは、あまりにも物質数が少

ない。早急にデータを収集すべきである。

1 　ホルムアルデヒド以外の医薬品については、現時点では、医薬品の中に
含まれるPRTR対象物質の全国生産量・出荷量や、使用量に対する環境
への排出率等のデータが得られていないため、今回の推計の対象外にして

います。今後、医薬品に含まれるPRTR対象物質の使用実態及び排出実
態について知見の収集を進め、信頼できる情報が得られ次第、推計の対象

に追加したいと考えます。

２８ 　医療業でガス滅菌に用いる酸化エチレン（エチレンオキシド）は特

定第一種指定化学物質に該当することから、推計対象物質に加えて欲

しい。全国出荷量等のデータは入手できるのではないか。

（理由）

　規模の大きい病院では、酸化エチレンを年間１００kg以上使用し
ていることがわかったため。

1 　酸化エチレンの総生産量は入手可能ですが、有機合成原料、界面活性剤
等、多くの分野で使用されており、医療業向けの生産量・出荷量や使用量

等が現時点で得られていません。また、使用量に対する環境への排出率等

についても知見が得られておりません。医療業での酸化エチレンの使用実

態及び排出実態について知見の収集を進め、信頼できる情報が得られ次

第、推計の対象に追加したいと考えます。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

２９ 　家畜に使われる動物用医薬品についても、データを収集して公表し

てほしい。

１ 　動物用医薬品のうち、クレゾール、ジクロルボス（DDVP）等、畜・鶏舎

やその周辺の衛生害虫の駆除などに用いられるものについては、殺虫剤と

しての製造量等について調査を進めているところであり、信頼できる情報

が得られ次第、推計対象に追加したいと考えます。

　その他の動物用医薬品については、文献調査の結果、動物への塗布薬と

してのフェノールやワクチン成分としてのホルマリンがあることが確認

されておりますが、動物用医薬品に含まれての対象物質の生産量・出荷量

についてのデータが得られておらず、また、使用量に対する環境への排出

率等についても知見がないことから、当面、推計対象に加えることは困難

であると考えます。これらについては、引き続き情報の収集を進めてまい

ります。

３０ 　業務用洗浄剤の使用が想定される業種からの排出量について、試算

結果については需要分野別に公表してほしい。

（理由）

　生活者のリスク回避行動につなげやすくなる。

1 　業務用洗浄剤については、その中に含まれる界面活性剤の全国出荷量の
データを業界団体から入手し、推計を行うこととしています。業務用洗浄

剤は、飲食業（食器洗い）や建物サービス業（フロア清掃）など幅広い分

野で使用されると考えられますが、具体的な販売先、使用形態などのデー

タが存在せず、また販売先の実態把握が困難であるため、更に詳細な需要

分野別の推計は技術的に困難です。

３１ 　有機ハロゲン化合物について、特殊な排出例（副生成による）を報

告するので、推計方法に加味するのが適当と思われる。
（内容）

・ 病院の人工透析施設の排水はBODが高く（約1,500ppm）、浄化槽で処理

のうえ、公共用水域または下水道に排水される。

・ この浄化槽に、毎日行われる消毒のため、次亜塩素酸ナトリウム

（1,000ppm）が流入し、トリクロロエチレンが副生成され、濃度にし

て6～7ppmに達する。

・ 人工透析施設のうち公共用水域に排水を行う施設が約1,200施設、その

平均的排水量は15トン／日であり、7mg/L×15,000L×300日/年・件×

1,200件 ＝ 37.8ﾄﾝの排出量となり、決して少ないものとはいえない。

・ 下水道への排出施設は約1,800施設であり、上記量の1.5倍、約56.7ト

ンが下水道への移動量ということになる。

・ また、やはり次亜塩素酸ナトリウムを消毒に使用する農業関連施設
（酪農、養豚等）の排水についても、類似の状況が発生していると考

えるのが適当。

1 　これまで検討の対象外だった新たな発生源についての知見であり、有機
ハロゲン化合物の排出濃度、施設数、平均排水量等について情報収集を進

め、データの信頼性が確認された時点で推計対象に追加したいと考えま

す。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

３２ 　石綿の吹き付けアスベスト除去工事に伴う排出量についても推計

を行なうべきである。

（理由）

　今回、PRTRに石綿がリストアップされているが、もっとも環境中に

影響を影響を及ぼすと考えられるのは、建物に吹き付けられたアスベ

ストの除去工事に伴うものである。

　吹き付けアスベストの除去工事については労働基準監督署に届け

出ることが義務付けられており、報告された吹き付け面積などから廃

棄物（当然、特別管理産業廃棄物であるが）として排出されるアスベ

ストの量は推計できる。

　また、除去作業に伴って、該当場所をビニールシートで養生し、負

圧にして排気しているため、ある程度、大気中にもアスベストは飛散

する。

　東京都は、条例で、排気中のアスベスト濃度を報告するようにして

いるため、今までの経験からアスベストの吹き付け面積から一般的な

除去工事に伴って、大気中に排出されるアスベストの量も推計でき

る。

１ 　石綿の吹き付けアスベスト除去工事に伴う排出量については、現時点で

は推計手法が確立しておらず、推計に利用可能な信頼できるデータが得ら

れていないため、引き続き推計手法の検討及び情報収集を進め、推計が可

能になり次第、推計対象に追加したいと考えます。

　なお、御指摘の「大気中に排出されるアスベストの量」については、東

京都の条例により報告される事項は、「排気中のアスベスト濃度」ではな

く、「工事の場所の敷地の境界線」において環境中のアスベストの濃度を

測定して飛散状況を監視するものであり、当該工事で大気中に排出される

アスベストの量を把握できるものではありません。

　また、御指摘の事項のうち、「廃棄物として排出されるアスベストの量」

は、法令上は「移動量」に区分されます。化学物質排出把握管理促進法第

9条では、届け出られた排出量以外の排出量について推計すべきこととさ
れており、届出対象外の「移動量」は法令上は推計の対象外です。

３３ 　農薬の使用が想定される業種からの排出量について、有効成分だけ

ではなく補助剤についての数値が推計といえど公表されることは喜

ばしい

１

３４ 　業務用洗浄剤の使用が想定される業種からの排出量について、「そ

の使用量の全量が環境中へ排出されるものと仮定する」ことでよいと

考える。

（理由）

　生活者の感覚としては使用＝排出であるため。

１

　御意見につきましては、今後の届出外排出量の推計作業の参考にさせて

いただきます。
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２．各事項の算出方法の概略(３)家庭からの排出量
No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

３５ 　家庭からの排出量について、産業連関表ではなく毎年把握できる統

計を使用すべきである。

（理由）

　産業連関表は毎年作成されないため現実と乖離する懸念がある。

1 　御指摘を踏まえ、産業連関表を最新の統計等で補正する方法を検討して
まいります。

　今回意見募集した推計方法では、家庭からの排出量のうち、農薬及び接

着剤に係る推計に「産業連関表（延長表）」を使用しています。具体的に

は、「農薬要覧」から得られる農薬出荷量及び業界団体から提供される接

着剤出荷量を按分し、家庭用の量を算出するための指標として、本年３月

に公表された「平成11年産業連関表（延長表）」を使用しました。しかし

ながら、推計対象年次の実態との乖離をより小さくするため、今後、年次

補正の手法及び年次補正に使用する統計指標を検討し、平成13年度の届

出外排出量の推計に反映させたいと考えます。

３６ 　家庭からの排出量について、農薬については用途別（殺虫剤、除草

剤など）に公表すべきである。

（理由）

　生活者のリスク回避行動につなげるため。

1 　農薬の排出量については、製剤ごとではなく、製剤中に含まれる第一種
指定化学物質ごとに推計することとしています。家庭からの農薬の排出量

について、物質別・用途別に区分した排出量の表を作成し、推計結果の公

表の際に参考資料として公表したいと考えます。

　なお、平成 12年度の物質別・用途別の排出量の推計結果の例について
は、参考資料 表６に示すとおりです。

３７ 　家庭からの排出量について、洗浄剤については用途別（身体、洗濯

用、台所用、住宅用）に公表すべきである。

（理由）

　生活者のリスク回避行動につなげるため。

1 　家庭からの洗浄剤の排出量について、①身体用、②住居用（洗濯用・台
所用・住宅用）の二つに区分した排出量の表を作成し、推計結果の公表の

際に参考資料として公表したいと考えます。

　なお、平成 12年度の用途別の排出量の推計結果の例については、参考
資料 表７に示すとおりです。

３８ 　家庭からの排出量について、化粧品については界面活性剤以外に排

出量を推計すべき第一種指定化学物質はないのか。

1 　化粧品については、現時点では、界面活性剤以外には、第一種指定化学
物質に該当するものが使用されているとの知見は得られていません。今

後、引き続き知見の収集を進め、第一種指定化学物質の使用が確認された

場合には、信頼できる情報が得られ次第、推計の対象に追加したいと考え

ます。



18

No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

３９ 　消臭剤、防虫剤の推計にo-ジクロロベンゼンを入れるべきである。

（理由）

　家庭用の汲み取り便所などの殺蛆消臭剤として、o-ジクロロベンゼ

ンが一般的に使用されているので、生産量等から家庭からの排出量を

推計すべきである。また、o-ジクロロベンゼンは農薬の非農耕地でも

推計されていないので、全体的に対象物質でありながら、非点源の推

計から漏れていると考えられるので、改善されたい。

1 　殺蛆剤に含有される o-ジクロロベンゼンについては、現在、業界団体
を通じて出荷量等の情報収集を進めているところであり、信頼できる情報

が得られ次第、推計の対象に追加したいと考えます。

４０ 　家庭用医薬品には対象物質は含まれていないのか。例えば対象物質

のうちクレゾールは家庭でも使用している。

1 　家庭用医薬品については、現時点では、生産量・出荷量についてのデー
タが得られておらず、また、使用量に対する環境への排出率等についても

知見がないことから、当面、推計対象に加えることは困難であると考えま

す。これらの項目については、今後、知見の収集を進め、推計の可能性及

び必要性について検討してまいります。

　なお、クレゾールについては、総生産量は入手可能ですが、有機合成原

料（樹脂、ワニス、可塑剤）など幅広い分野で使用されており、家庭用医

薬品としての生産量・出荷量等のデータが現時点で得られていません。ま

た、使用量に対する環境への排出率等についても知見が得られておりませ

ん。

４１ 　その他の家庭からの排出で「信頼できる情報が得られ次第、可能な

限り推計の対象に加えていく」とあるが、見通しはどうなのか？

（理由）

　「得られ次第」とあるが具体的にどのようにそれを把握しようとし

ているのかの方針（たとえば使用実態を調査する、用途によってあや

しそうな物質を優先させる等々）をもつべきと考える（もしそのよう

な方針がすでに考えられているなら、公表してほしい）。

1 　今後の具体的な作業方針については、専門家、有識者から知見を得つつ、
検討する予定です。
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２．各事項の算出方法の概略(４)移動体からの排出量
No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

４２ 　自動車からの排出量の推計方法について、車速ごとに排出量を設定

することで、コールドスタートの影響が含まれるのか。もし含まれな

いなら、その影響を考慮する必要があると考える。

（理由）

　自動車の運転状況は、エンジンが十分暖まった状態（ホットスター

ト）と冷えた状態（コールドスタート）とに大別されますが、一回の

自動車利用の最初には、必ずコールドスタートがあります。

　ＴＨＣ（総炭化水素）の排出係数は、コールドスタートの場合にホ

ットスタートよりも大きくなる。例えば、11 モード（コールドスタ
ート）のＴＨＣ排出係数は、10･15モード（ホットスタート）よりも
数倍から一桁程度大きい。ここで、11 モードの平均車速は 31km/h
と 10･15モードの28km/hより大きく、「平均車速が大きいほど排出
係数が小さい」という一般則は成り立たない。

　このように、コールドスタートの影響は大きく、その影響を無視す

ることは、排出係数の大幅な過小推定につながると考えられる。

１ 　御指摘のコールドスタート時（冷始動時）には、ガソリン・ＬＰＧ自動

車は、暖気状態に比べ排出ガスが大幅に増加します。これは、コールドス

タート時には始動性及び始動直後の運転性確保の観点から燃料を増量し

て濃い混合気を供給しており、また触媒が低温では活性化状態にないため

です。

　コールドスタートの影響を推計に組み込むには、自動車の使用頻度、冷

始動後から暖機状態になるまでの温度変化と排出ガス量の相関、外気温の

影響等、さまざまなデータが必要ですが、現時点では推計に利用するのに

十分な知見が得られていません。このため、今回の推計ではコールドスタ

ートの寄与を考慮しておりません。

　環境省は、業界団体と協力しつつ、現在、必要な知見の収集を進めてい

るところであり、その結果を待って、コールドスタートの寄与を推計の対

象に組み込むこととしたいと考えます。

　なお、ガソリン・ＬＰＧ自動車の 10･15モード（ホットスタート）と
11 モード（コールドスタート）では、御指摘のとおり後者ではＴＨＣは
数倍から一桁程度大きくなりますが、コールドスタートの走行頻度はホッ

トスタートほど高くないため、その寄与は御指摘ほど大きくないものと考

えます。例えば、（社）日本自動車工業会及び石油連盟の協力による研究

プログラム JCAPでは、関東地域のある特定の日のTHCの排出量につい
て、通常走行による排出量 334トン／日に対し、コールドスタートによ
る始動時の増加が 98トン／日との試算結果が得られています（(財)石油
産業活性化センター「JCAP技術報告書　大気モデル(２)」平成 11年 10
月）。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

４３ 　自動車からの排出量の推計方法について、シャシーダイナモに基づ

き推定されたＰＲＴＲの排出係数を、トンネルや沿道での測定から推

定された排出係数と比較・検証することが望ましい。

（理由）

　シャーシダイナモに基づく排出係数は、特定の車種や走行状態につ

いての排出係数が正確に得られるという利点があるが、実際の走行状

態（複数車種、走行モード）を反映しきれない可能性がある。一方、

トンネルや沿道での測定に基づく排出係数は、排出係数の推定に大き

な不確実性が含まれているが、実際の走行状態を反映しているという

利点がある。この両者を比較・検証することで、より実際の状態に近

い、信頼性の高いデータになると考えられる。

1 　トンネルや沿道での測定データについては、実際に道路を走行している
車種、年式、整備状況の異なる車両からの平均的な排出状況についての知

見を得られるとのメリットがあり、シャシーダイナモ試験に基づく排出係

数の検証に有効であるのは御指摘のとおりです。

　しかしながら、現時点では国内の調査事例は限られており、車種構成、

走行速度が限られた調査地点・調査期間固有のものしか得られておらず、

また、一部データが報告されていない物質もあるため、設定した排出係数

全般について詳細な検証を行うことができません。

　今後は、トンネルや沿道での測定データについての知見の収集拾に努

め、現行のシャシーダイナモ試験に基づく排出係数との比較・検討を行っ

てまいりたいと考えます。

４４ 　特殊自動車のうち、ＰＲＴＲ法対象事業所の届出対象事業所内で使

用されるフォークリフト等からの排出量は、届出外排出量に含めるの

か。それとも、法第５条に基づく届出の対象になるのか。

（理由）

　ＰＲＴＲ法対象事業者の届出事業所内で使用されるフォークリフ

ト等からの排出量は、法第５条に基づく届出の対象であることを、既

に国から連絡を受けている。

1 　対象物質の取扱量が一定の要件を満たす場合には、届出対象事業所で使
用されるフォークリフト等からの排出量は届出の対象となります。

　フォークリフト等からの届出対象の排出量と届出対象外の排出量の重

複排除については、今後、フォークリフト等の保有及び使用の実態につい

て調査を行い、計算方法を検討する予定です。

４５ 　船舶からの排出量について、プレジャーボート等は現時点で対象外

とあるが、必要な情報をいつまでにどのように収集するのか。

（理由）

　プレジャーボートからの排出を対象外とするなら、排出の実態から

いって対象外にするなどの理由があるべきである。排出の実態が推計

できるような情報収集をする予定があるなら教えて欲しい。

1 　今後の具体的な作業方針については、専門家、有識者から知見を得つつ、
検討する予定です。
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２．各事項の算出方法の概略(５)その他
No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

４６ 　水道の使用に伴う排出について、鉛は対象にしないのか。

（理由）

　古い水道管からの鉛の排出量をカバーしておくべきではないか。

1 　水道水の使用に伴う鉛の排出については、現時点では推計に利用できる
信頼できる情報が存在しないため、推計の対象としておりません。今後、

情報収集を進め、推計の可能性及び必要性について検討してまいります。

４７ 　自動車整備業者が、自動車整備のために自ら行うオゾン層破壊物質

の補充及び回収に伴う環境への排出量は、届出外排出量として扱うの

か。それとも、法第５条に基づく届出の対象になるのか。

（理由）

　自動車整備業において、フロンの抜き取り作業を行う場合の取扱量

は、購入量と全回収量であることが、既に国のQ&Aで示されている。

1 　自動車整備業を営む事業者が、法第２条第５項に規定される第一種指定
化学物質等取扱事業者である場合には、自動車整備のために自ら行うオゾ

ン層破壊物質の補充及び回収に伴い環境中へ排出する量について、法第５

条に基づく届出の対象となります

４８ 　ダイオキシン類の排出量を算出する際、大学付属病院が設置するダ

イオキシン類対策特別措置法の特定施設（廃棄物焼却炉）からの排出

量は、法第５条に基づく届出で把握されるので、ダブルカウントしな

いよう注意する必要がある。

（理由）

　大学付属病院は、医療業と高等教育機関を兼業しており、法第５条

に基づき高等教育機関としてダイオキシン類の排出量を届出してい

る。従って、医療業からのダイオキシン類の排出量を推計する際、大

学付属病院からの排出量を差し引く必要があると考える。

1 　ダイオキシン類の排出量の推計については、ダイオキシン類対策特別措
置法に基づき別途作成される「ダイオキシン類の排出量の目録（排出イン

ベントリー）」を活用することとしていますが、御指摘の大学付属病院が

設置する廃棄物焼却炉など、ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設に

ついては、法５条に基づく届出と法９条に基づく推計の重複を排除する方

法を検討の上、PRTRとしての推計を行いたいと考えます。

４９ 　推計対象とする非意図的物質はダイオキシン類だけでよいのか。塩

素ガスなど対象にしなくてよいか。

（理由）

　ダイオキシン類のみが問題ではない。本当にカバーしなくてはいけ

ない物質も対象とすべきである。

1

５０ 　タバコの煙に含まれる対象物質は、ダイオキシン類だけではないは

ずである。

1

　ダイオキシン類以外の物質については、現時点では推計に利用可能な信

頼できる情報が得られていません。今後、情報収集を進め、推計の可能性

及び必要性について検討してまいります。その際、タバコの煙に含まれる

ダイオキシン類以外の対象物質については、文献調査等を行い、知見の収

集に努めてまいります。

　なお、塩素ガスはPRTRの対象物質ではありません。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

５１ 　製品の使用に伴う低含有率物質（石炭中に微量に含まれ、火力発電

所などから排出される重金属等）の排出について、届出対象とならな

い第一種指定化学物質のうち、その製品の取扱量が大きいことによ

り、事業所からの排出が見込まれるものについては、どのように情報

を収集していくのか。

（理由）

　「信頼できる情報が得られ次第、推計の対象とする」では具体的に

どのように情報を得ようとしているのかわからない。

1 　石炭中に微量に含まれ火力発電所などから排出される重金属等につい
ては、文献調査や業界団体への実測値等のヒアリングにより情報を収集す

る予定です。

　その他の低含有率物質については、現時点では推計に利用可能な信頼で

きる情報が存在しないため、推計の対象としておりません。今後、情報収

集を進め、推計の可能性及び必要性について検討してまいります。今後の

具体的な作業方針については、専門家、有識者から知見を得つつ、検討す

る予定です。
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３．推計方法の見直し等について

No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

５２ 　推計精度の向上を図るとともに、見直された方法で過去の数字も精

査するようにしてほしい。

（理由）

　数値の連続性の担保のため。

1 　推計方法を見直した場合の過去の数字の精査については、御指摘を踏ま
え、今後、必要性及び可能性を含め検討してまいります。

５３ 　推計方法の見直しについて、あらかじめ言及したことを評価した

い。

（理由）

　推計方法には、さまざまな改善が必要となるであろう。科学的知見

は日々、新たになる。あらかじめ見直しについて言及されたことは評

価したい。

１ 　御指摘の点につきましては、今後の参考とさせていただきます。
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４．その他

No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

５４ 　今回の非点源の推計を市民に理解しやすくするために工夫してい

ただきたい。市民に身近にするためには、家庭からの排出とくくるの

ではなく、製品を分類して、製品からの排出量を求めたほうが分かり

やすい。

１

５５ 　非点源の情報公開は、データの利用方法も合わせて加工を考えて欲

しい。

（理由）

　たとえば、家庭からの排出は一括でされるより、製品あるいは用途

別に出したほうが生活者のリスク回避行動につなげやすい――とい

うように利用目的によって適切な加工で公表を考えたほうが、非点源

のデータを多くの人が活用できるようになる。

１

５６ 　できるだけわかりやすいことばを使って公表して欲しい。 １

　推計結果の公表の際には、わかりやすさ、利用のしやすさに配慮しつつ、

推計結果、推計手法、推計に利用した各データ等の関連情報の提供に努め

たいと考えます。

　なお、家庭からの排出量については、製品の種類ごとに排出量を推計し

て積み上げて算出していることから、推計結果の公表の際には、製品の種

類別の排出量を参考資料として公表したいと考えます。また、３６及び３

７で回答したとおり、可能な範囲で用途別の排出量を算出し、参考資料と

して公表したいと考えます。

５７ 　今回、ＭＳＤＳを入手したり、事業者からヒアリングをして、得ら

れた化学物質の含有割合等は、今後も継続して、定期的に把握するよ

うに務めていただきたい。

　１

５８ 　今後も業界団体の協力の継続やＭＳＤＳ情報の充実をはかってほ

しい。

（理由）

　非点源のデータの信頼性はひとえに推計の根拠が信頼できるかど

うかにかかっている。引き続き業界団体の協力やＭＳＤＳ情報の充実

をのぞみたい。

　１

５９ 　公表データを毎年増やせるよう努力してほしい。 　１

６０ 　有害化学物質を削減していく観点から、市民にとって有用な情報源

として、今回の非点源の推計に関する資料は参考になるので、今後も

継続して情報開示をお願いしたい。

　１

　推計対象の製品中の対象物質の含有割合等、推計に利用するデータにつ

いては、引き続き充実に努めるとともに、毎年度の推計結果の公表の際に

参考資料として公表し、また定期的に更新したいと考えます。

　なお、一般に公表され入手可能な文献等からデータを引用している場合

については、参考資料として文献名の一覧をお示しいたします。
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No 意　見 件数 意見に対する考え方・対応

６１ 　推計に際し依拠したデータの出典を正確に詳しく明記してほしい。 　1 　推計に使用する主なデータ及びその出典については、今回の意見募集の
際にも、補足説明資料中でお示ししているところであり、今後、届出外排

出量の推計結果を公表する際にも、依拠したすべてのデータの出典を公表

していきたいと考えます。

６２ 　該当する対象物質名を全て挙げ、そのうちのどれについてデータを

得られたのかについて明確にしてほしい（例えば医薬品には対象物質

がこれだけあり、そのうち現時点でデータが得られるのはホルムアル

デヒドなど）。

1 　現時点で把握している、①推計対象とした発生源と物質、②推計対象と
しなかった発生源とその主な理由は、参考資料 表１及び表２のとおりで
す。

６３ 　推計に際し依拠したデータは、業界からのデータが多いようである

が、そのデータの検証方法についても検討されたい。また、出来る限

り自前のデータを得られるよう考慮されたい。

1 　推計に利用するデータについては適宜見直しを行うとともに、当該デー
タまたは当該データが一般に公開され入手可能な文献中にある場合には

その文献名をホームページ上で公開する等により、第三者の検証に供する

こととしたいと考えます。

６４ 　パブリックコメントの期間が１か月で短い。

（理由）

　膨大な資料を専門家でないものが読み込むにはこの時間は短すぎ

る。

1 　規制の設定または改廃に係る意見提出手続（平成１１年 3 月２３日閣
議決定）では、「１か月程度を目安とし」募集期間を設けることとされて

おり、今回の募集（29日間）はそれを踏まえたものです。
　御指摘の点については、今後の参考とさせていただきます。
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５．パブリックコメントの対象外の事項について

　今回の意見募集の対象外ではありますが、以下のようなご意見も寄せられましたので、ご紹介いたします。これらについては、一般的なご意見として参考

にさせていただきます。

No 御　　　　意　　　　見

１ 　第一種、第二種該当物質の国内流通量を集計、把握して、そこから届出対象の数量を推定し、その推定と実際に届出のあった数量の合算を比較して

差異の理由などを評価してはどうか。

（理由）

　対象物質が多いこと、また化学、プロセスの理解が、一般的にはたいへん複雑であると思われるため、この６月報告の各企業からの報告数量の正確

性、整合性が低いのではという懸念がある。

２ 　農薬や接着剤などの製品には有効成分の含有割合だけではなく、補助剤についても含有割合を表示するよう制度化すべきである。

３ 　家庭に製品として出回る化粧品、塗料、接着剤、農薬などについては、有効成分だけでなく、補助成分も含めて、含有割合を表示する制度を確立し

て、消費者が製品の内容量や含有割合を知ることができるようにすべきである。

４ 　この資料についての説明会を開催してほしかった。

（理由）

　非点源のデータを日本全体の化学物質リスク削減に役立てるならば、データを読んで活用してほしい自治体や消費者等に説明をしたほうがよかった。


